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Ⅰ．はじめに
　令和5年4月，健康科学部理学療法学科・作業
療法学科は改組により，新たに健康科学部リハビ
リテーション学科としてスタートした。新学科へ
の改編に至るまでには，学長はじめ両学科教員及
び事務職員が関わり頻回の会議を積み重ねる等，
多くの労力も費やされた。今後 18 歳人口の減少
や地域における国公私立大学の整備状況に鑑みる

と,地域における多様な進学需要への対応に加え,
地域を担う多様な人材やグローバル化に対応した
人材を育成し，地域の生産性を高めていくことが
重要となる1)。社会構造が目まぐるしく変化する
現代において，高等教育機関としての健康科学大
学に何が求められているのか。本稿では，現代社
会におけるリハビリテーションの必要性ととも
に，本学におけるリハビリテーション学科改編に
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　高齢化社会では，医療・福祉の役割が重要視され，山梨県においてもリハビリテーショ
ンの需要がさらに増加している。このような現代社会におけるリハビリテーションの需要
に応えるために，本学リハビリテーション学科は設置された。
　リハビリテーション学科は，リハビリテーション医療に対応できる人材を養成すること
を目的とし，人間力，共創力，専門的な知識・技術力を重視した教育を提供していくもの
である。カリキュラムは，リハビリテーションに関する科目や総合基礎科目から構成され，
チーム医療や他コースの科目も学ぶ機会が得られ，経験豊富な教授陣の指導のもとで，幅
広い教養と専門知識を身につけることが可能となる。また，教育研究活動や地域貢献・連
携もさらに推進されることが期待できる。
　今後は多様化する社会のニーズに対応した，人材育成及び研究活動が重要となる。新設
されたリハビリテーション学科では，学生や教員自ら，エビデンスに基づく検証を繰り返し，
より良い学びへの知見を蓄積していく態度を育むことが期待される。
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至る経緯とその内容について総括した。

Ⅱ．リハビリテーション学科設置の背景
1．現代社会におけるリハビリテーションの課題
　我が国の平均寿命は，2020（令和2）年に女性
が87.71歳，男性が81.56歳となり，今後はさらに
2040（令和22）年にかけて約2歳伸びると推計さ
れている2）。2040年に65歳である男性の約4割が
90歳まで，女性の2割が100歳まで生存すると見
込まれている。近年の少子高齢化に伴う人口動態
の変化から，医療・福祉を取り巻く環境が変化し，
理学療法・作業療法の職域は，医療施設から介護
施設，在宅現場へと広がり，また行政機関や教育
機関を含む地域へと展開することが求められてい
る3）,4）。
　リハビリテーションは，病気や外傷が原因で，
心身機能・構造が支障をきたしたときに，個人と
その人が生活する環境を対象に，多数の専門職種
が連携して問題を解決する総合的アプローチの総
体を示すものである5）。リハビリテーション医療
を担う専門職には，医師，看護師をはじめ，理学
療法士，作業療法士，言語聴覚士，公認心理士，
義肢装具士，社会福祉士等のほか，臨床検査技師
及び臨床工学技士も含め，これら幅広い医療専門
職がチームの一員として協働する必要がある6）。
一方，医療教育分野においては，専門職ごとに教
育カリキュラムが異なるため，相互の役割の理解
や連携の強化が難しいことが課題となっている
7）。
　患者・家族に対して，より質の高いリハビリテー
ションを提供するためには，理学療法・作業療法
のそれぞれの専門性を高め，その上でそれぞれの
専門性を，チーム医療を通じて再統合していくと
いった発想の転換が必要である8）。

2．山梨県内におけるリハビリテーションの必要
性
　平成27年の山梨県における人口割合の推計で
は，平成22年の調査と比較して，年少人口が1.1
ポイント，生産年齢人口が2.7 ポイント減少して
いる反面，老年人口は3.8ポイント増加しており，

山梨県内においても高齢化が進んでいることが
明らかになっている9）。また，全国の年齢3区分
人口割合(年少人口:12.6%，生産年齢人口: 60.7%，
老年人ロ:26.6%)との比較においても，山梨県の
老年人口は1.6ポイント上回っている。一方，年
少人口は0.2ポイント，生産年齢人口は1.5ポイン
ト下回っており，全国と比較して急速に少子高齢
化が進んでおり，将来の人口割合の変化に沿った
新たな地域医療及び保健医療の体制の整備が必要
となっている10）。特に，健康寿命の延伸を目的と
した介護予防や地域リハビリテーションについて
は，高齢化社会において重要な役割を担うことが
期待されている。実際に，山梨県民からの医療施
策への要望（山梨県県民保健医療意識調査，平成
29年9月，山梨県）においても，「リハビリテーショ
ン医療への充実」や「在宅医療を行う体制の充実」
などが挙げられている。
　平成31年医療従事者の需給に関する検討会での
需要推計によると，医療分野全体の理学療法士・
作業療法士の需要数は，2014年から2040年まで
に約12万～ 13万人に増加すると推計されている。
平成31年度の本学への求人総数は理学療法学科
で2,521人，作業療法学科で1,437人となっており，
今後さらなる増加が見込まれている11）。全国的な
理学療法士・作業療法士の総数は増加傾向ではあ
るが，山梨県内における理学療法士・作業療法士
の養成校については，4年生大学が2校のみであり，
入学定員は合わせて理学療法士が160名，作業療
法士が80名と養成校数，卒業生数ともに少ない。
　山梨県におけるリハビリテーション専門職の新
規就業者数では，平成19年では理学療法士が450
人，作業療法士が316人，言語聴覚士が95人（理
学療法士会，作業療法士会，言語聴覚士会の各会
員数）といずれの職種も年々増加傾向であるが，
山梨県内における需要に対応する十分な数に至っ
ていない。今後，地域包括ケアを含むリハビリテー
ション専門職の業務拡大を踏まえ，さらなるリハ
ビリテーション専門職数の拡充が必要となってい
る12）,13）。
　山梨県内におけるリハビリテーションの課題と
して，養成施設が少なく，卒業生が少ないため，
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今後は今まで以上に県内の理学療法士・作業療法
士の供給不足が見込まれる。本学リハビリテー
ション学科の設置は，上記の日本国内及び山梨県
内の需要に応え，健康寿命の延伸及び地域リハビ
リテーションの推進に貢献できる人材養成施設と
なることができると考える。

3．社会におけるリハビリテーションの認知度
　高校生を対象としたリハビリテーションの専門
職についてのアンケート調査では，医療に関わ
り，人に役に立つキーワードとして，「リハビリ
テーション」を選択するものが最も多く，就職先
として考えられる領域においても「リハビリテー
ション領域」を回答するものが多かった14）。認知
度は医師（100%），看護師（100%）に対して理
学療法士（80.5%），作業療法士（63.6%）であった。
他の調査においても，「理学療法」や「作業療法」
の認知度と比較して，「リハビリテーション」に
対する認知度が高いことが報告されており15），「リ
ハビリテーション」の語句を含む学科の設置は，
本学の認知度を高める一つの要因となり，地元や
周辺地域のリハビリテーション向上に寄与すると
考えられる。

4．本学に設置することの意味
　学校法人健康科学大学の前身は，識字率世界一
とも言われた日本の中で，知識度・文化度の向上
の重要さ，大切さを認識していた創立者の小梨こ
まが，明治32 年に岩手県一関市に裁縫塾を創設
したことに始まる。創立者小梨こま胸像(一関修
紅高校)の台座には，「上衣は さもあらばあれ 敷
島の　大和錦を 心にぞ着る」(西郷南洲)の和歌
が刻まれている16）。これは，着ているものはつぎ
はぎだらけであっても，「教育」によって，日本
人が本来持っている「大和心」である「潔い美し
い心」，「痛みを分かち合う心」，「もののあわれを
解する心」が織り込まれた錦を心に羽織ることが
できるという創立の精神である。
　平成15 年4 月，教育基本法及び学校教育法の
精神に則り，本学創立の精神に基づく人間教育を
行い，広い教養と実務的な専門知識を授けるとと

もに，「旺盛なる自主の精神と強い責任感を涵養
して，文化の向上と医療及び福祉の進歩に寄与し
得る有為な人材を育成する」を目的として，山梨
県富士河口湖町に健康科学大学を設置し，「理学
療法学科」，「作業療法学科」，「福祉心理学科（令
和4年度4月に「人間コミュニケーション学科」
に変更）」の3学科からなる健康科学部を開設し
た。令和5年4月，理学療法学科と作業療法学科
を統合し，新たにリハビリテーション学科を設置
するに至った。
　リハビリテーション学科では，本学の人材育成
像の方針に沿った，「豊かな人間力」と「開かれ
た共創力」を強化し，リハビリテーションの本質
である，障害を持つ人々の全人間的復権を目指す
理念を教育の基盤としている。障害者の社会的統
合を促し，社会や環境に働きかける意味でも，医
療分野だけでなく，教育分野や職業分野，社会福
祉分野でも関われる人材を育成する大学として，
「リハビリテーション」の概念を根幹に据えた学
科へと改編した。
　その結果，理学療法学と作業療法学の各々の専
門性を活かしながら，協調的な行動ができ，高度
なリハビリテーション医療を共創できる人材の育
成が可能となる。これまでの両学科の方針（ディ
プロマ・ポリシー）を発展させ，他者との関わり
と実践的な問題解決を通じて，広い視野と未知へ
の探究心を身につけるだけでなく，根拠に基づい
た医療の実践に必要な論理的思考力を修得し，自
ら問題を提起し，解決する力を養成することを目
指していく17)。

Ⅲ．リハビリテーション学科の特色
1．リハビリテーション学科の目的
　本学は，中央教育審議会答申「我が国の高等教
育の将来像」の提言する「高等教育の多様な機能
と個性・特色の明確化」に示された大学の機能の
うち，「特定の専門分野の教育・研究」を担うこ
とを目指す18)。これまでも，我々はリハビリテー
ション医療需要の変化に対応しうる医療専門職の
人材を養成してきており，これらの分野の教育と
研究の充実・高度化を図るよう運営してきた19), 20)。
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リハビリテーション分野における教育と研究の充
実・高度化を図り，理学療法士及び作業療法士が
協働してリハビリテーション医療に臨める体制を
整備するために，リハビリテーション学科を設置
するに至った。

2．リハビリテーション学科の教育
　リハビリテーション学科の教育の根幹として，
建学の精神に基づき，豊かな人間力と開かれた共
創力，専門的な知識・技術力の三つの柱を中心に
据えて，学科の特色を生かす教育を展開する。リ
ハビリテーション学科は，理学療法学コース及
び作業療法学コースの2 コースから構成され，医
療・福祉の専門職として高度化・多様化するリハ
ビリテーション医療に対応できる人材を養成して
いく。また，各コースの専門的な特性を活かした
教育を展開するだけでなく，リハビリテーション
の社会的なニーズの多様化に対応するため，理学
療法学及び作業療法学の連携を密にして多職種連
携の基盤を構築し，あらゆる環境におけるチーム
医療を共創できる人材を養成していく。

1) 教育課程編成の方針（カリキュラム・ポリシー）
　リハビリテーション学科の教育課程は，本学の
精神及び学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）
に基づき，リハビリテーションの本質を理解し，
豊かな人間力及び開かれた共創力，各専門分野の
深い知識・技能を備えた人材を養成するための教
育課程とした。また，編成においては，学校教育
法及び大学設置基準に加えて，理学療法士作業療
法士養成施設指定規則に準拠した内容となってい
るのが特徴である21), 22), 23)。リハビリテーション学
科のカリキュラム・ポリシーは以下のとおりであ
る。
＜リハビリテーション学科カリキュラム・ポリ
シー＞
1.	 理学療法学・作業療法学を基本としたリハビ
リテーションに関する知識及び技術を修得す
るため，初年次から専門科目領域の科目を順
次配置する。

2.	 豊かな教養や他者と協働して問題解決を実践

できる能力を養成するため「総合基礎科目群」
を配置する。

3.	 リハビリテーションに必要な医学的な基礎知
識とコミュニケーション能力の修得のため，
「専門基礎科目群」を配置する。

4.	 科学的な根拠に基づいた評価や治療プログラ
ムを構築し，臨床実習において活用・応用が
できるように，「評価学」，「治療学」，「臨床
実習」を順次配置する。

5.	 専門職として生涯にわたって学習を行うため
の基礎となる創造的思考力や自己研鑚力を身
につけるため，「研究法」や「卒業研究」を
配置する。

3．リハビリテーション学科の科目群
　リハビリテーション医療における経験豊富な教
授陣のもと，臨床実践に必要な幅広い教養と専門
的な知識・技術力を学び，科学的・論理的な思考
力と深い洞察力を身につける。また，教育内容に
ついては，豊かな人間性と教養を身につける総合
基礎科目，医療を学ぶ上で必要な基礎医学の知識
と臨床実践に不可欠な臨床医学を修得する専門基
礎科目，専門性を深く探求し洞察を身につける専
門科目を履修し，学内での学修の成果を習熟させ
る臨床実習を設け，知識と技能の統合を図る。

4．リハビリテーション学科におけるチーム医療
　両コースの学生が総合基礎科目や専門基礎科
目などの科目において，共通で学ぶ機会を設定
し，互いの専門性を理解することにより，リハビ
リテーションにおけるチーム医療の一端を担う役
割と責任を学ぶ。チーム医療演習などの科目にお
いては，看護学科や人間コミュニケーション学科
とも連携し，看護師や社会福祉士といった地域医
療に関わる人材の特色についても学んでいく。同
時に，他コースの専門科目についても選択科目と
して履修できる体制を整備し，分野横断的なアプ
ローチを実践できる人材を養成する。富士河口湖
町や山梨県内の関係機関，地域との連携も密にし，
健康推進事業や連携活動に参画する機会を積極的
に設け，地域医療への貢献を展開していく24), 25), 26)。
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最終学年においては，両コース合同で卒業研究に
取り組み，科学的・論理的思考に基づくリハビリ
テーション科学における問題解決能力を養い，絶
えず新しい知識・技能を修得するための生涯学習
を推進する。これらの学びを修得することにより，
高度化・多様化する現代社会に対応できるリハビ
リテーション医療の人材を涵養する27)。

5. リハビリテーション学科における教育研究活
動及び地域貢献・地域連携
　本学は開学以来，開かれた大学として教育研究
活動の成果を必要に応じて地域に還元するととも
に，地域連携による教育研究活動が重要であると
の認識に立ち，地域貢献・連携に積極的に取り組
んできた。本学の教育研究活動及び地域貢献・地
域連携に係る具体的な活動例は,以下のとおりで
ある。
1.	 全国学会での学生研究発表（第126回日本解
剖学会学術集会他）

2.	 他大学（山梨大学，筑波大学）との共同教育
プログラムの実施（平成16年〜解剖見学実
習，平成30年8月～下田臨海実習）

3.	 大学の教育研究情報の積極的公開・提供
4.	 地域の医療福祉機関・福祉施設・ボランティ
ア団体等と共同して，地域医療・福祉の発
展に寄与する活動（令和3年～精神障がい者
ソーシャルフットボール他）

5.	 富士河口湖町と締結した「包括連携協定」に
基づく地域福祉の向上，地域経済の活性化，
自然・文化環境の改善及び人材育成に関する
活動（平成22年3月～）

6.	 都留市と本学のほか都留文科大学，県立産業
技術短期大学校を含む3大学で締結した「大
学コンソーシアムつる規約」に基づく生涯学
習の推進，産官学民間の地域交流の推進，地
域社会への貢献に関する活動（平成27年10 
月～）

7.	 山梨県内の高等学校9校と締結した「高大連
携事業に関する協定」に基づく高等学校教育・
大学教育の充実と生徒及び学生の能力向上を
図るための活動

8.	 大学コンソーシアムやまなしの地域事業へ協
力（平成18年9月～）

リハビリテーション学科設置により，理学療法学
と作業療法学の協働28), 29)した研究活動をさらに
進めるとともに，地域連携及び地域貢献も強化し
ていく予定である。

Ⅳ．おわりに
　本稿では，現代社会におけるリハビリテーショ
ンの必要性とともに，本学においてリハビリテー
ション学科改編に至る経緯とその内容について総
括した。平成30（2018）年11月に中央教育審議
会で取りまとめられた「2040年に向けた高等教
育のグランドデザイン（答申）」においては，「学
修者本位の教育への転換」が掲げられており，「何
を教えた」から「何を学び，身に付けることがで
きたのか」を中軸に据えた多様性と柔軟性を持っ
た高等教育への転換を引き続き図っていく必要が
あるとされている30), 31)。令和5年，新たにスター
トしたリハビリテーション学科をさらに発展させ
ていくために，社会や学生から期待されるニーズ
の多様化に対応し，教育目的を達成するための管
理運営，すなわち教学マネジメントを確立してい
くことが必要である32), 33)。今後は，自主的・自律
的な存在である高等教育機関として，さらに教育
の質を高めていく取り組みを継続的に行っていく
ことが重要と思われる。
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